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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

（１）指摘事項 

 

指  摘  事  項 措  置  状  況  等 

英語教育推進会議外７件に係る経費について、

支出負担行為の事務手続が遅延しているものが

あった。 

・業 務 名：民間企業と連携した先

進的なプログラミング教育（出前授

業）の講師派遣 
 
・発 生 の 原 因：担当者及び上司の規則
等の認識不足 

・指摘の考え方：支出負担行為が適期に
行われていない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各会のそれぞれの担当者及び上司の規則等の認識不

足により遅延が生じたものである。 

再発防止に向け、今回の指摘内容を所属内で共有

し、職員に適正な事務処理の周知徹底を図った。 

 

 

（２）監査意見 

 

監  査  意  見 処  理  状  況  等 

【ＧＩＧＡスクール構想等の推進について】 

県立学校において１人１台端末の導入に合わせ

た通信環境の確保に取り組むことをはじめ、各

学校、各家庭のＩＣＴ環境により学習成果に大

きな差が生じることのないよう、市町村、市町

村教育委員会と情報共有しながら、利用環境の

整備状況を随時把握し、必要な対策を講じると

ともに、効果的な学習素材の導入や先進事例の

共有、教員のＩＣＴ指導力向上への支援なども

含め、十分な体制整備に取り組まれたい。 

 

令和３年度から一斉に端末の活用が始まったが、教

員自身のＩＣＴ活用スキルには差があり、結果として

ＩＣＴ活用指導力に差が生じている。 

よって、下記の取組等を通して、教員のＩＣＴ活用

指導力を向上させ、指導力の底上げを図っている。 

①鳥取県ＩＣＴ活用教育アドバイザーによるミニ講演

会の開催。（３つのテーマで令和４年３月末までで合計

５回実施） 

②ＩＣＴ活用教育推進事業に係る公開授業等の開催。

（令和４年３月末までで合計18回実施） 

③ＧＩＧＡスクール構想推進チャンネル（ＧＩＧＡ

チャン）によるＩＣＴ活用教育推進校等の取組の紹

介。（令和４年３月末までで合計11回実施） 

④令和４年度から、新たに「ＩＣＴ教育指導員」を配

置（教育センター）し、ＩＣＴを活用した学校の業務

改善や校内推進体制づくりをサポート。 

 

（３）決算審査意見 該当なし  
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２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 該当なし 

 

３ 職員の定員、現員調べ 

 

種別  

 

区分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 

備  考 4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

定   員 １９ １８     １９ １８ 
 

 

現   員 
（ ） 

１９ 

（１） 

１８ 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

１９ 

（１） 

１８ 

 

過不足(△)         
 

 

臨 時 的 

任 用 職 員 
        

 

 

会 計 年 度 

任 用 職 員 
３ ４     ３ ４ 

幼児教育支援員

（1名） 

一般事務（2名） 

 

 

４ 役付職員の調べ 

（令和４年７月１日現在） 

職    名 氏    名 在 職 期 間 備    考 

参事監兼課長 長谷川 隆 
年 

 

３月 

 

 

 

県立夜間中学設置準備

室長 
山口 京子 

年 

 

３月 

 

 

義務教育主査兼係長 岸田 靖弘 
年 

 

３月 

 

２年３月 

 

課長補佐 岸田 賢 
２年 

 

３月 
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５ 主な事業に関する調べ 

（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

学力向上総合対策推進事業 26,058    26,058 

将来ビジョン ６ 育む 次代に向けて、躍動する「ひと」を育む 

令和新時代創生戦略 ２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む （２）人財とっとり ① 未来を拓く

人づくり   

ＳＤＧｓゴール：04 質の高い教育をみんなに 

政策項目 学力・体力を真に育む学校改革と子どもの未来を拓く特色ある高校づくり 

１ 事業の目的、概要 

全国学力・学習状況調査で明らかになった学力課題の解決に向けて、「鳥取県学力向上推進プラン」

をもとに、戦略的、短期・中長期的な視点から、市町村教育委員会と一体となった学力向上施策を進め、

本県児童生徒の学力向上を図る。 

 

２ 事業の内容、実施状況 

（１）とっとり学力・学習状況調査を活用した授業改善に向けたＰＤＣＡサイクルの構築  

・児童生徒一人一人の学力の伸びを測る指標となる県独自の「とっとり学力・学習状況調査」を実

施し、子どもの実態にあわせた学習指導の充実や校内指導体制の強化を図った。 

（Ｒ３：県独自の学力調査を希望する１３市町村で実施。（小４～小６、中１） 

（２）全国学力・学習状況調査を活用した授業づくりの推進 

・全国学力・学習状況調査の問題を単元ごとに整理した活用問題集を活用し、授業改善の徹底を図っ

た。 

・各単元末で到達度を確認するための小学校算数単元到達度評価問題を作成、実施し、指導と評価

の一体化やＰＤＣＡサイクルを確立した授業改善を推進した。 

 （３）授業改善の推進に向けた支援 

・「とっとりの授業改革【１０の視点】重点項目」の徹底による授業改善の推進 

（指導主事による学校訪問を継続して実施した。） 

・中学校数学問題データベースの活用 

（中学校数学問題データベースを継続して実施するとともに、その活用好事例を発信することに

より、更なる効果的な活用を促進した。） 

・学力向上推進校へのスーパーバイザー派遣 

（学力向上推進校にスーパーバイザーを派遣し、年間を通して継続的に学校に支援を行った。） 

・島根大学との連携による授業改善 

（山陰教師教育コンソーシアムの連携を基に、島根大学と共同で授業づくりや研究体制の構築等

の研究を進めた。） 

 （４）学力向上に関する研修会 

・文部科学省の学力調査官や大学教授等をオンラインで招聘し、学力向上に関する教職員対象の研

修会を実施した。 

 （５）教員の同僚性の構築、若手教員の育成 

・若手教員の指導力向上を図るため、先進地（校）に連続５日間程度教員を派遣する予定であった

が、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、中止した。 

 （６）県教育委員会の指導体制の見直し、市町村教育委員会等との連携強化 

・学力向上推進プロジェクトチーム会議を継続し、学力向上施策の進捗状況を定期的に検証した。 

   ・市町村教育委員会の指導主事等を対象とした研修会を実施した。 

 

３ 事業の成果（改善状況）・課題等 

（１）成果 

・学力向上推進プロジェクトチーム会議での議論を踏まえ、学力向上に向けた中長期的な方向性と

具体的な方策を示した「鳥取県学力向上推進プラン」を策定した。 
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・指導主事が学校を訪問し、参観した算数の授業について指導助言をしたり、算数の授業づくりに

おける重点項目の内容を直接管理職に伝えたりすることによって、重点項目の内容の徹底や管理

職の意識改革が図られた。 

・各教育局を中心として学力向上推進の取組や指導主事による学校訪問等によって、全国学力・学

習状況調査の正答率や児童生徒質問紙調査の肯定的回答の数値等の向上がみられた。 

『算数の勉強は好きですか』      …R1（63.1P）R3（67.4P）【＋4.3P】 

『算数の授業の内容はよく分かりますか』…R1（79.2P）R3（84.2P）【＋5.0P】 

（２）課題 

・全国学力・学習状況調査の児童生徒質問紙において、「算数・数学の勉強が好き」「算数・数学の

授業の内容がよく分かる」と回答した児童生徒の割合が昨年度より向上したものの、依然として

全国平均を下回っている。児童生徒の学習に対する関心意欲を高める働きかけや、子どもたちが

「わかった」「できた」を実感できる授業づくりを推進する必要がある。 

『算数の勉強は好きですか』      …鳥取県（67.4P）全国平均（67.8P）【－0.4P】 

『算数の授業の内容はよく分かりますか』…鳥取県（84.2P）全国平均（84.6P）【－0.4P】 

・効果的に授業改善を進めていくためには学校全体で組織的に学力向上施策に取り組む必要があ

り、そのためにも管理職のマネジメント能力の向上が求められる。 

・児童生徒の学力や学習に関する取組状況について、客観的なデータを把握し、それに基づいた教

育施策や個に応じた指導の工夫改善を図ることが必要である。 

・とっとり学力・学習状況調査の結果をどのように学力向上の取組に生かしていくのか等について、

各市町村（学校組合）教育委員会や各学校に、さらなる周知が必要である。 
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（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

学力向上に関する市町村連携強化事業～未

来を拓くとっとり学力向上プロジェクト～ 

1,059    1,059 

将来ビジョン ６ 育む 次代に向けて、躍動する「ひと」を育む 

令和新時代創生戦略 ２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む （２）人財とっとり ① 未来を拓く

人づくり   

ＳＤＧｓゴール：04 質の高い教育をみんなに 

政策項目 学力・体力を真に育む学校改革と子どもの未来を拓く特色ある高校づくり 

１ 事業の目的、概要 

鳥取県における学力向上について、市町村及び市町村教育委員会と課題を共有し、協働しながら課

題解決に向けて具体的な取組を検討・実行することで、全県一体での学力向上を推進する。 

 

２ 事業の内容、実施状況 

学力向上プロジェクト 

・「鳥取県・市町村学力向上推進会議」の設置 

県と市町村（市町村長等）、市町村教育委員会で構成される鳥取県・市町村学力向上推進会議を

設置し、全国学力・学習状況調査やとっとり学力・学習状況調査の調査結果を分析し、課題解

決への取組を市町村と検討し実施した。 

・学校への集中支援  

 全国学力・学習状況調査やとっとり学力・学習状況調査の結果から、支援が必要な学校を抽出

し、市町村と連携して集中的な指導・支援を行った。 

・学力向上に向けた教材研究・開発 

全国学力・学習状況調査の調査問題を教科書の単元ごとに配列した問題集や応用力を問う問題

を集約した教材を全小学校に配布した。 

・教員の指導力向上研修 

知識を活用して課題を解決する力（「今、求められる学力」）を育む授業作りについて学ぶこと

ができる研修動画「研修パッケージ」とそれに付属するワークシートを作成・配布し、希望す

る学校において指導力向上研修を実施した。 

・ＩＣＴの活用  

個々の能力学習に困難さを抱えている児童生徒に対して、学習のつまずきを解消するため、e

ラーニング教材を活用した放課後学習など理解と定着を支える方策を検討した。 

・教科別ワーキンググループによる学力向上施策の検討 

県教育委員会の国語や算数・数学の教科担当指導主事や学力向上担当指導主事等によるワーキ

ンググループで協議会を開催し、研修資料を作成したり効果的な学力向上施策等を検討したり

した。 

 

３ 事業の成果（改善状況）・課題等 

（１）成果 

   ・教員の指導力向上研修のために、県教育委員会が作成した「研修パッケージ」（小学校国語、小

学校算数、中学校国語、中学校数学、中学校共通を活用して、６割程度の小中学校で研修会を

実施した。 

・とっとり学力・学習状況調査を、希望する１３市町村の小学４年生から中学１年生を対象に実

施した。令和２年度に実施した鳥取市と米子市は児童の伸びを見ることができ、成果の出てい

る小学校に取組等を聞き取り、好事例として報告書にまとめ、全県に周知した。 

（２）課題 

   ・学力向上の取組をさらに推進するために、市町村との連携をさらに深める必要がある。 

・学習指導要領の趣旨を踏まえた授業づくりを推進するために、「研修パッケージ」の活用をさら

に促す必要がある。 
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（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

鳥取県内修学旅行等支援事業 11,208 10,200   1,008 

将来ビジョン ６ 育む 次代に向けて、躍動する「ひと」を育む 

令和新時代創生戦略 ２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む （２）人財とっとり ②地域を支える

人財の育成  

ＳＤＧｓゴール：04 質の高い教育をみんなに 

政策項目 ふるさと教育推進や出身学生ネットワークで鳥取を愛する若い力育成 

１ 事業の目的、概要 

新型コロナウイルス感染症対策として実施されている県内修学旅行等に対する支援を通じて、子ども

たちがふるさと鳥取を学び、鳥取県の豊かな自然、文化、地域で活躍している人や先人の生き方等を通

して、鳥取県に誇りと愛着を持ち、ふるさと鳥取をさらに継承・発展させようとする意欲や態度を養う

「ふるさとキャリア教育」の充実を図る。 

 

２ 事業の内容、実施の状況 

（１）補助金名 鳥取県内修学旅行等支援事業費補助金 

（２）補助対象事業・補助対象経費  

・県内修学旅行又は探究を伴った校外学習等 

※地域や郷土の理解を深める体験・交流活動に限る 

※小学校５・６学年又は中学校第２・３学年を対象 

※原則１校あたり１回の交付 

・バス借上経費を対象とし、１台当たり150千円を上限とする。 

（３）実施主体 市町村及び中学校組合 

（４）県補助率（上限額） 1/3 

＜当初予算 5,900千円 補正予算 8,400千円 合計 14,300千円＞ 

（５）実施状況  

・活用校：146校（小学校・義務教育学校前期課程：115校、中学校・義務教育学校後期課程：31校） 

  ・県内修学旅行行先：水木しげるロード、とっとり花回廊、大山口空襲（平和学習）、 

森の国フィールドアスレチック、むきばんだ史跡公園、等 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

（１）成果 

  ・県内の観光のみならず、歴史や文化等、児童・生徒の興味関心を高めることができた。また、地

元ならではのアクティビティーを体験する等、ふるさとへの愛着を深める取組となった。 

・班に分かれ、行き先のプレゼンテーションをツアーコンダクターの方を招いて自分たちで作り、

地域の住民の方にプレゼンをして行き先を決める取組を行う学校もあった。 

（学校職員の話） 

・修学旅行を県内で行うことの意義やよさについて、改めて実感した。来年度も県内修学旅行を継

続したい。保護者にも好評であった。（これまで行っていた）京都などより、子どもが鳥取の地域

を知ることができる。（京都は親子で旅行でもよいのではないか。）これまで総合的な学習の時間

で学んできたことを、訪問先の境港のまちづくりと関連させて学習できた。 

・鳴り石の浜で、子ども達は「走るのがはやくなりたい」「健康で過ごしたい」「コロナがなくなっ

てほしい」等、石に願いを書いて海に投げ入れ、祈りを込め、鳥取の魅力をまた一つ発見した。 

（児童生徒の感想） 

・はじめは県外のほうが楽しいと思っていたが、県内修学旅行で地元のよさを知ることができた。

地元の旅行もとても楽しいと感じた。 

・むきばんだ遺跡公園で、竪穴式住居にクラス全員が入れたこと、村人みんなで建設したことに驚

き、今後の歴史学習がますます楽しみになった。 

 

（２）課題 
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・令和４年度においても修学旅行が県内で実施されることが想定され、また、これらの校外活動は

地域理解の促進等にも資するものであり、ひいてはふるさとキャリア教育推進にも寄与するもの

と推量される。しかし、新型コロナ収束後は再び県外修学旅行に戻す学校もあると予想される。 

・本事業は、子どもたちがふるさと鳥取を学び、鳥取県に誇りと愛着を持つ意欲や態度を養う「ふ

るさとキャリア教育」に資する事業であることから、新型コロナ収束後も県内修学旅行の要件を

限定した上で、補助率や限度額を引き上げること等、事業の内容を検討することが必要。 
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（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

教育指導連絡調整費（鳥取県夜間中

学設置検討等事業） 

     

将来ビジョン ６ 育む 次代に向けて、躍動する「ひと」を育む 

令和新時代創生戦略 ２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む （２）人財とっとり ① 未来を拓く

人づくり 

ＳＤＧｓゴール：04質の高い教育をみんなに 

政策項目  

１ 事業の目的、概要 

県立夜間中学の設置に向けた検討課題や開校のために必要な事項に関して、専門的な知識、見識を有

する者で構成される「鳥取県夜間中学校設置検討委員会」を設置し、県立夜間中学設置に向けた具体的

検討を行う。 

 

２ 事業の内容、実施の状況 

＜鳥取県夜間中学設置検討委員会＞ 

○委員：学識経験者、外国人支援関係者、民間不登校支援関係者、市町村教育委員会代表、 

県中学校長会代表 

（第２回）令和３年５月１３日(木) 

○協議事項：アンケート調査結果、夜間中学の対象者、設置場所・運営課題等、スケジュール 

（第３回）令和３年９月１３日(月) 

○協議事項：設置に向けた方針 

＜定例教育委員会協議実施＞ 

○令和３年１１月２４日 県立夜間中学の設置方針について議決 

（議決内容） 

①設置形態 

県立の夜間中学とする 

②対象者 

義務教育未修了者、形式的卒業者（入学希望既卒者）、外国籍の者 

③設置場所・施設 

鳥取市（施設：鳥取県教育センター情報教育棟（１階）） 

④生徒・教職員（予定） 

生 徒：開校時の学級数を３学級（３学年）とし、各学年１０名程度とする。 

教職員：校長、教頭、教諭６名、養護教諭１名、事務職員１名〔３学級の場合〕 

⑤教育活動 

授業時間：午後５時３０分～午後８時４５分〔見込〕 

※９教科の学習をする（４０分授業：１日４コマ）。 

※ＩＣＴを積極的に活用するなど、新たな学びの形の県立夜間中学を目指す。 

⑥開校時期 

令和６年４月開校を目指す。 

→上記議決事項について、１２月１日の総務教育常任委員会において報告 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

・令和６年４月の開校を目指し、県立で夜間中学を設置することが決定した。 

・令和４年度以降、小中学校課内に「県立夜間中学設置準備室」を設置し、開校に向けて施設整備を進

めていくとともに、教育課程の検討、入学希望者の掘り起こし等を進めていく必要がある。 
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６
 
決
算
資
料

 

一
般
会
計
（
歳
入
）

 
（
単
位
：
円
）

 

区
 

分
 

科
 

 
目

 

予
 
 
 

 
算
 

 
 
 
現

 
 

 
 
額
 

 

調
 
定
 
額
 

 

Ａ
 

 

収
入
済
額

 

 Ｂ
 

 

不
納
欠
損
額

 

 

Ｃ
 

 

収
入
未
済
額

 

 

Ａ
-Ｂ

-Ｃ
 

備
 考

 
当
初
予
算
額

 
補
正
予
算
額

 

継
続
費
及
び

 

繰
越
事
業
費

 

繰
越
財
源
充
当
額

 

計
 

歳
   

入
 

教
育
手
数
料

 
1
,
4
28
,
00
0
 

0
 

0
 

1
,
4
28
,
00
0
 

3
,
5
90
,
10
0
 

3
,
5
90
,
10
0
 

0
 

0
 
 

教
育
費
国
庫
補
助
金

 
1
3
,
22
2
,0
0
0
 

6
,
1
01
,
00
0
 

0
 

1
9
,
32
3
,0
0
0
 

1
1
,
91
5
,6
5
9
 

1
1
,
91
5
,6
5
9
 

0
 

0
 
 

教
育
費
委
託
金

 
3
,
3
12
,
00
0
 

△
1
,0
0
0,
0
00
 

0
 

2
,
3
12
,
00
0
 

1
,
1
09
,
56
6
 

1
,
1
09
,
56
6
 

0
 

0
 
 

雑
入

 
1
,
5
50
,
00
0
 

△
3
68
,
00
0 

0
 

1
,
1
82
,
00
0
 

7
0
6
,3
2
4 

7
0
6
,3
2
4
 

0
 

0
 
 

繰
越
金

 
3
8
4
,0
0
0
 

0
 

0
 

3
8
4
,0
0
0 

3
8
4
,0
0
0 

3
8
4
,0
0
0
 

0
 

0
 
 

雑
入

 
1
0
0
,0
0
0
 

0
 

0
 

1
0
0
,0
0
0 

0
 

0
 

0
 

0
 
 

合
 

 
計

 
1
9
,
99
6
,0
0
0
 

4
,
7
33
,
00
0
 

0
 

2
4
,
72
9
,0
0
0
 

1
7
,
70
5
,6
4
9
 

1
7
,
70
5
,6
4
9
 

0
 

0
 
 

 一
般
会
計
（
歳
出
）

 
（
単
位
：
円
）

 

区
 

分
 

科
 
 
目
 

予
 
 
 

 
算
 

 
 
 
現
 
 

 
 
額

 
 

支
出
済
額

 

（
決
算
額
）

 

Ｂ
 

支
出
済
額
の
内
訳

 
 

翌
 年

 度
 

繰
 越

 額
 

Ｃ
 

 

差
引
残
額

 

（
不
用
額
）

 

Ａ
-Ｂ

-Ｃ
 

備
 考

 
当
初
予
算
額

 
補
正
予
算
額

 

継
続
費
及
び

 

繰
越
事
業
費

 

繰
 
越
 
額
 

予
 備

 費
 

支
出
及
び

 

流
用
増
減

 

 

計
 

Ａ
 

本
 
庁
 

出
納
機
関

 

歳
   

出
 

教
職
員
人
事
費

 
1
,
4
28
,
00
0
 

 
0 

 
0 

 
0 

1
,
4
28
,
00
0
 

1
,
3
97
,
12
5
 

1
,
3
97
,
12
5
 

0
 

 
0 

3
0
,
87
5
 
 

教
育
連
絡
調
整
費

 
8
9
,
44
2
,0
0
0
 
△

1
,8
8
7,
0
00
 

 
0 

△
3
,5

6
6,
2
70
 

8
3
,
98
8
,7
3
0 

6
3
,
07
9
,0
5
7
 
5
8
,
90
1
,6
4
4
 

4
,
1
77
,
41
3
 

 
0 

2
0
,
90

9
,6
7
3 

 

教
育
振
興
費

 
 

4
2
,
09
9
,0
0
0
 

 

△
4
,0
1
1,
0
00
 

(
4
8
4,
0
00
)
 

4
8
4
,0
0
0 

 

3
,
5
66
,
27
0
 

(
4
8
4,
0
00
)
 

4
2
,
13
8
,2
7
0 

(
0
) 

3
3
,
54
9
,4
1
7
 

(
0
) 

2
0
,
38
4
,7
1
5
 

(
0
) 

1
3
,
16
4
,7
0
2
 

 

4
6
0
,0
0
0 

(
4
8
4,
0
00
)
 

8
,
1
28

,
85
3 

 

合
 
 
計
 

 

1
3
2
,9
6
9,
0
00
 

 

△
5
,8
9
8,
0
00
 

(
4
8
4,
0
00
)
 

4
8
4
,0
0
0 

 

0
 

(
4
8
4,
0
00
)
 

1
2
7
,5
5
5,
0
00
 

(
0
) 

9
8
,
02
5
,5
9
9
 

(
0
) 

8
0
,
68
3
,4
8
4
 

(
0
) 

1
7
,
34
2
,1
1
5
 

 

4
6
0
,0
0
0 

(
4
8
4,
0
00
)
 

2
9
,
06
9
,4
0
1 
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７
 
事
業
別
実
施
状
況
調
べ

 

（
単
位
：
円
）

 

事
 
業
 
名
 

予
 
 
 

 
算
 

 
 
 
現
 
 

 
 
額
 

支
出
済
額

 

（
決
算
額
）

 

Ｂ
 

翌
年
度

 

繰
越
額

 

Ｃ
 

差
引
残
額

 

（
不
用
額
）

 

Ａ
-Ｂ

-Ｃ
 

執
行
 

率
 

B
/
A 

事
業
計
画
と
実
績
・
成
果
、

 

繰
越
、
不
用
額
の
理
由
等

 
当
初
予
算
額

 
補
正
予
算
額

 

継
続
費
及
び

繰
越
事
業
費

繰
 
越
 
額
 

予
 備

 費
 

支
出
及
び

 

流
用
増
減

 

計
 

Ａ
 

（
教
職
員
人
件
費
）
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

教
育
職
員
免
許
事
務

費
 

1
,
4
28
,
00
0
 

0
 

0
 

0
 

1
,
4
28
,
00
0
 

1
,
3
97
,
12
5
 

0
 

3
0
,
87
5 

9
8
% 

 

教
員
免
許
管
理
シ
ス
テ
ム
に
係
る
都
道
府
県
共
同
運
営
管
理
経
費
を
支
出
し
た
。

 

 

目
 
 
計
 

1
,
4
28
,
00
0
 

0
 

0
 

0
 

1
,
4
28
,
00
0
 

1
,
3
97
,
12
5
 

0
 

3
0
,
87
5 

9
8
% 

 

（
教
育
連
絡
調
整

費
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

教
育
課
程
実
践
充
実

事
業
 

4
4
6
,0
0
0 

0
 

0
 

△
3
25
,
00
0 

1
2
1
,0
0
0 

5
0
,
00
0 

0
 

7
1
,
00
0 

4
1
% 

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
の
た
め
、
鳥
取
県
教
育
課
程
研
究
集
会
用
サ
イ
ト
に
掲
載
し
た
音
声
付
き
説
明
資
料
を
視
聴
す
る
と
い
う
形
で
鳥
取
県
教
育
課
程

研
究
集
会
を
実
施
し
た
。
小
学
校
・
中
学
校
と
も
学
習
指
導
要
領
が
全
面
実
施
と
な
り
、
各
教
科
等
に
お
け
る
「
指
導
と
評
価
の
一
体
化
」
の
た
め
の
評
価
規
準
の
作

成
及
び
評
価
の
方
法
等
、
学
習
評
価
の
確
実
な
理
解
と
対
応
に
つ
い
て
説
明
を
行
い
、
教
職
員
へ
の
周
知
を
図
っ
た
。
オ
ン
デ
マ
ン
ド
形
式
の
実
施
は
好
評
で
あ
り
、

約
2
,8
0
0人

の
教
員
が
視
聴
し
た
。

 

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
と
し
て
オ
ン
デ
マ
ン
ド
形
式
で
の
実
施
と
し
、
会
場
費
等
が
不
要
と
な
っ
た
た
め
。

 

※
教
育
指
導
連
絡
調
整
費
へ
流
用

 

 

道
徳
教
育
推
進
事
業

 
2
,
1
55
,
00
0
 
△

1
,0
0
0,
0
00
 

0
 

1
9
,
88
0 

1
,
1
74
,
88
0
 

6
5
7
,7
8
6 

0
 

5
1
7
,0
9
4 

5
6
% 

 

国
の
委
託
事
業
を
活
用
し
、
鳥
取
市
の
小
学
校
と
中
学
校
１
校
ず
つ
を
研
究
推
進
校
と
し
て
実
践
研
究
の
取
組
を
実
施
し
た
。
ま
た
、
国
の
動
向
や
新
し
い
道
徳
教
育

の
流
れ
、
研
究
推
進
校
の
研
究
成
果
の
普
及
を
図
る
道
徳
教
育
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
研
究
協
議
会
を
２
月
に
実
施
し
た
。

 

※
調
査
官
を
講
師
と
し
た
参
集
型
の
協
議
会
を
オ
ン
デ
マ
ン
ド
形
式
で
実
施
し
た
た
め
、
謝
金
、
旅
費
、
会
場
費
等
が
不
要
と
な
っ
た
た
め
。

 

※
「
ふ
る
さ
と
キ
ャ
リ
ア
教
育
」
推
進
事
業
～
鳥
取
大
好
き
！
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
～
か
ら
流
用
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事
 
業
 
名
 

予
 
 
 

 
算
 

 
 
 
現
 
 

 
 
額
 

支
出
済
額

 

（
決
算
額
）

 

Ｂ
 

翌
年
度

 

繰
越
額

 

Ｃ
 

差
引
残
額

 

（
不
用
額
）

 

Ａ
-Ｂ

-Ｃ
 

執
行
 

率
 

B
/
A 

事
業
計
画
と
実
績
・
成
果
、

 

繰
越
、
不
用
額
の
理
由
等

 
当
初
予
算
額

 
補
正
予
算
額

 

継
続
費
及
び

繰
越
事
業
費

繰
 
越
 
額
 

予
 備

 費
 

支
出
及
び

 

流
用
増
減

 

計
 

Ａ
 

教
職
員
研
修
費

 
1
4
,
81
2
,0
0
0
 

△
3
53
,
00
0
 

0
 

0
 

1
4
,
45
9
,0
0
0
 
1
1
,
66
7
,1
2
4
 

0
 

2
,
7
91
,
87
6
 

8
1
% 

 

教
員
を
大
学
・
大
学
院
や
独
立
行
政
法
人
教
職
員
支
援
機
構
等
へ
計
画
的
に
派
遣
す
る
こ
と
に
よ
り
、
専
門
分
野
等
の
高
度
な
知
識
・
技
能
を
有
し
、
県
や
各
地
域
の

中
核
と
な
る
人
材
を
継
続
的
に
育
成
し
、
本
県
教
育
の
よ
り
一
層
の
充
実
を
図
っ
た
。

 

【
令
和
３
年
度
の
派
遣
実
績
】

 

◇
大
学
・
大
学
院
：
１
９
名

 

◇
島
根
大
学
教
育
学
部
現
職
教
員
研
修
：
６
名

 

◇
独
立
行
政
法
人
教
職
員
支
援
機
構
等

 

・
中
央
研
修
：
１
３
名

 

・
指
導
者
養
成
研
修
：
３
４
名

 

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
の
た
め
オ
ン
ラ
イ
ン
・
オ
ン
デ
マ
ン
ド
研
修
と
し
て
実
施

 

◇
長
期
社
会
体
験
研
修
（
民
間
企
業
・
社
会
福
祉
施
設
・
社
会
教
育
施
設
等
）
：
２
名

 

◇
特
別
支
援
教
育
派
遣
：
０
名

 

エ
キ
ス
パ
ー
ト
教
員

認
定
事
業

 

5
,
8
18
,
00
0
 

0
 

0
 

△
3
69
,
34
2 

5
,
4
48
,
65
8
 

2
5
2
,9
9
0 

0
 

5
,
1
95
,
66
8
 

5
% 

 

他
の
教
員
の
モ
デ
ル
と
な
る
よ
う
な
優
れ
た
教
育
実
践
を
行
っ
て
い
る
教
員
を
本
県
独
自
の
「
エ
キ
ス
パ
ー
ト
教
員
」
と
し
て
認
定
し
、
公
開
授
業
等
で
そ
の
教
育
指

導
技
術
等
を
広
く
普
及
す
る
こ
と
で
、
本
県
教
員
の
指
導
力
の
向
上
を
図
っ
た
。

 

県
外
研
修
等
へ
の
派
遣
や
認
定
期
間
が
３
年
を
超
過
し
た
エ
キ
ス
パ
ー
ト
教
員
認
定
者
へ
の
図
書
購
入
費
支
援
等
を
行
い
エ
キ
ス
パ
ー
ト
教
員
の
よ
り
一
層
の
専
門
性

の
向
上
を
図
っ
て
い
る
。

 

〈
令
和
３
年
度
認
定
者
〉

 

１
２
７
名

 

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
で
県
外
研
修
に
参
加
す
る
機
会
が
な
く
、
旅
費
等
が
予
定
通
り
に
執
行
さ
れ
な
か
っ
た
た
め
。

 

※
教
育
指
導
連
絡
調
整
費
へ
流
用

 

科
学
の
甲
子
園
ジ
ュ

ニ
ア
鳥
取
県
大
会
開

催
費
 

6
3
2
,0
0
0 

△
4
29
,
00
0
 

0
 

0
 

2
0
3
,0
0
0 

8
9
,
47
6 

0
 

1
1
3
,5
2
4 

4
4
% 

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
感
染
拡
大
防
止
の
観
点
か
ら
、
急
遽
会
場
を
各
中
学
校
に
変
更
し
て
実
施
し
た
。
県
内
の
中
学
校
１
、
２
年
生
５
６
名
（
１
９
チ
ー

ム
）
が
参
加
し
、
総
合
１
位
及
び
２
位
の
チ
ー
ム
は
鳥
取
県
代
表
と
し
て
全
国
大
会
に
出
場
し
た
。
そ
の
全
国
大
会
で
も
情
報
分
野
で
満
点
を
と
る
な
ど
活
躍
し
た
。

県
内
の
中
学
生
が
科
学
へ
の
興
味
・
関
心
を
高
め
、
科
学
を
学
ぶ
こ
と
の
意
義
を
実
感
す
る
場
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

 

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
と
し
て
各
学
校
で
の
実
施
に
変
更
し
、
会
場
費
、
バ
ス
代
等
が
不
要
と
な
っ
た
た
め
。
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事
 
業
 
名
 

予
 
 
 

 
算
 

 
 
 
現
 
 

 
 
額
 

支
出
済
額

 

（
決
算
額
）

 

Ｂ
 

翌
年
度

 

繰
越
額

 

Ｃ
 

差
引
残
額

 

（
不
用
額
）

 

Ａ
-Ｂ

-Ｃ
 

執
行
 

率
 

B
/
A 

事
業
計
画
と
実
績
・
成
果
、

 

繰
越
、
不
用
額
の
理
由
等

 
当
初
予
算
額

 
補
正
予
算
額

 

継
続
費
及
び

繰
越
事
業
費

繰
 
越
 
額
 

予
 備

 費
 

支
出
及
び

 

流
用
増
減

 

計
 

Ａ
 

小
学
校
高
学
年
に
お

け
る
教
科
担
任
制
推

進
事
業

 

6
2
2
,0
0
0 

△
2
40
,
00
0
 

0
 

△
6
0,
8
86
 

3
2
1
,1
1
4 

0
 

0
 

3
2
1
,1
1
4 

0
% 

 

小
学
校
専
科
加
配
の
教
員
が
配
置
さ
れ
た
学
校
の
中
か
ら
７
校
を
教
科
担
任
制
推
進
校
に
指
定
し
、
活
用
状
況
等
の
検
証
を
行
っ
た
。

 

推
進
校
の
実
施
状
況
ア
ン
ケ
ー
ト
か
ら
、
児
童
の
授
業
の
理
解
度
の
向
上
や
授
業
の
好
き
な
児
童
の
増
加
、
教
員
の
時
間
外
勤
務
時
間
の
縮
減
な
ど
に
一
定
の
効
果
が

見
ら
れ
た
。
ま
た
、
推
進
校
以
外
の
学
校
に
お
い
て
も
、
教
科
担
任
制
（
交
換
授
業
）
に
取
り
組
み
、
働
き
方
改
革
や
組
織
力
向
上
に
つ
な
げ
て
い
る
学
校
も
あ
る
。

 

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
と
し
て
講
師
を
招
聘
し
て
の
連
絡
協
議
会
を
オ
ン
ラ
イ
ン
形
式
で
の
開
催
に
変
更
し
、
謝
金
、
旅
費
等
が
不
要
と
な
っ
た
た

め
。
 

※
教
育
指
導
連
絡
調
整
費
へ
流
用

 

環
日
本
海
教
育
交
流

推
進
事
業

 

4
,
9
32
,
00
0
 

△
1
90
,
00
0
 

0
 
△

4
,5
9
1,
4
83
 

1
5
0
,5
1
7 

3
3
,
44
5 

0
 

1
1
7
,0
7
2 

2
2
% 

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
防
止
の
観
点
か
ら
、
オ
ン
ラ
イ
ン
交
流
に
切
り
替
え
、
倉
吉
西
高
校
と
江
原
道
の
高
校
の
生
徒
が
、
学
校
や
地
域
の
紹
介
や
質
疑

応
答
等
を
実
施
し
た
。
韓
国
江
原
道
日
本
語
指
導
担
当
教
員
指
導
力
向
上
研
修
を
、
鳥
取
大
学
池
田
教
授
を
講
師
と
し
て
オ
ン
ラ
イ
ン
で
実
施
し
た
。
江
原
道
内
の
７

名
の
日
本
語
指
導
担
当
教
員
が
参
加
し
、
計
４
日
間
の
日
程
で
日
本
語
指
導
の
理
解
を
深
め
た
。
振
り
返
り
ア
ン
ケ
ー
ト
も
概
ね
好
評
で
あ
り
、
日
本
語
指
導
担
当
教

員
と
し
て
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
の
指
導
力
の
向
上
に
役
立
つ
研
修
と
な
っ
た
。

 

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
と
し
て
児
童
生
徒
交
流
を
オ
ン
ラ
イ
ン
形
式
に
切
り
替
え
た
こ
と
か
ら
、
需
用
費
、
旅
費
等
が
不
要
と
な
っ
た
た
め
。

 

※
教
育
指
導
連
絡
調
整
費
、
外
国
語
指
導
力
強
化
関
係
事
業
へ
流
用

 

「
ふ
る
さ
と
キ
ャ
リ

ア
教
育
」
推
進
事
業

～
鳥
取
大
好
き
！
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
～

 

2
,
1
23
,
00
0
 

△
4
55
,
00
0
 

0
 

△
3
21
,
48
0 

1
,
3
46
,
52
0
 

5
9
8
,7
5
0 

0
 

7
4
7
,7
7
0 

4
4
% 

 

ふ
る
さ
と
キ
ャ
リ
ア
教
育
モ
デ
ル
校
で
は
、
モ
デ
ル
地
区
に
ゆ
か
り
の
あ
る
講
師
を
招
聘
し
て
学
習
を
行
っ
た
。
ふ
る
さ
と
キ
ャ
リ
ア
教
育
研
修
会
を
実
施
し
、
県
内

の
全
公
立
学
校
へ
ふ
る
さ
と
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
大
切
さ
を
周
知
し
た
。
お
し
ご
と
体
験
ツ
ア
ー
で
は
、
小
学
５
年
生
以
上
の
児
童
と
そ
の
保
護
者
を
対
象
と
し
て
、
県

内
企
業
の
オ
ン
ラ
イ
ン
見
学
を
実
施
し
、
鳥
取
の
魅
力
を
伝
え
た
。
ふ
る
さ
と
鳥
取
見
学

(県
学

)支
援
事
業
に
つ
い
て
は
、
県
内
の
５
小
学
校
約
２
２
０
名
の
児
童
が

県
内
施
設
や
県
内
企
業
等
を
見
学
し
た
。

 

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
の
た
め
、
お
し
ご
と
体
験
ツ
ア
ー
を
オ
ン
ラ
イ
ン
形
式
で
の
開
催
と
し
た
り
、
研
修
会
の
講
師
招
聘
の
回
数
を
減
ら
し
た
り
し

た
た
め
。

 

※
道
徳
教
育
推
進
事
業
、
教
育
指
導
連
絡
調
整
費
へ
流
用

 

外
国
人
児
童
生
徒
等

へ
の
日
本
語
指
導
等

支
援
事
業

 

3
,
8
34
,
00
0
 

△
8
16
,
00
0
 

0
 

0
 

3
,
0
18
,
00
0
 

1
,
3
56
,
00
0
 

0
 

1
,
6
62
,
00
0
 

4
5
% 

 

各
市
町
村
教
育
委
員
会
担
当
者
と
支
援
を
実
施
し
て
い
る
学
校
の
担
当
者
等
を
対
象
と
し
た
研
修
会
を
開
催
し
、
専
門
家
に
よ
る
講
義
や
担
当
者
同
士
で
の
協
議
を
通

し
て
各
自
治
体
、
学
校
現
場
で
の
指
導
体
制
の
充
実
を
図
っ
た
。

 

国
事
業
「
帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
き
め
細
か
な
支
援
事
業
」
を
活
用
し
、
支
援
体
制
を
構
築
し
て
い
る
３
つ
の
自
治
体
に
対
し
て
支
援
員
の
配
置
等
の

支
援
を
行
っ
た
。

 

※
対
象
児
童
生
徒
の
帰
国
等
に
伴
う
補
助
金
利
用
辞
退
の
た
め
。
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事
 
業
 
名
 

予
 
 
 

 
算
 

 
 
 
現
 
 

 
 
額
 

支
出
済
額

 

（
決
算
額
）

 

Ｂ
 

翌
年
度

 

繰
越
額

 

Ｃ
 

差
引
残
額

 

（
不
用
額
）

 

Ａ
-Ｂ

-Ｃ
 

執
行
 

率
 

B
/
A 

事
業
計
画
と
実
績
・
成
果
、

 

繰
越
、
不
用
額
の
理
由
等

 
当
初
予
算
額

 
補
正
予
算
額

 

継
続
費
及
び

繰
越
事
業
費

繰
 
越
 
額
 

予
 備

 費
 

支
出
及
び

 

流
用
増
減

 

計
 

Ａ
 

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教

育
推
進
事
業

 

1
,
9
20
,
00
0
 

△
6
90
,
00
0
 

0
 

0
 

1
,
2
30
,
00
0
 

1
,
1
30
,
00
0
 

0
 

1
0
0
,0
0
0 

9
2
% 

 

民
間
企
業
と
連
携
し
、
先
導
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
を
取
り
入
れ
た
出
前
授
業
を
実
施
し
、
小
学
校

1
5校

で
延
べ

20
学
級
の
受
講
が
あ
っ
た
。
ま
た
、
プ
ロ
グ
ラ

ミ
ン
グ
教
育
モ
デ
ル
校

(団
体

)に
お
い
て
研
修
会
を
実
施
し
た
。

 

（
主
）
学
力
向
上
総

合
対
策
推
進
事
業

 

3
2
,
61
5
,0
0
0
 
△

2
,7
5
8,
0
00
 

0
 

0
 

2
9
,
85
7
,0
0
0
 
2
6
,
05
7
,9
4
6
 

0
 

3
,
7
99
,
05
4
 

8
7
% 

 

「
主
な
事
業
に
関
す
る
調
べ
の
と
お
り
」

 

（
主
）
鳥
取
県
内
修

学
旅
行
等
支
援
事
業

 

5
,
9
00
,
00
0
 

8
,
4
00
,
00
0
 

0
 

0
 

1
4
,
30
0
,0
0
0
 
1
1
,
20
8
,1
4
1
 

0
 

3
,
0
91
,
85
9
 

7
8
% 

 

「
主
な
事
業
に
関
す
る
調
べ
の
と
お
り
」

 

と
っ
と
り
イ
ン
グ

リ
ッ
シ
ュ
キ
ャ
ン
プ

 

5
8
8
,0
0
0 

0
 

0
 

△
5
28
,
00
0 

6
0
,
00
0 

0
 

0
 

6
0
,
00
0 

0
% 

 

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
で
中
高
生
英
語
キ
ャ
ン
プ
の
実
施
を
中
止
し
た
た
め
。

 

※
教
育
指
導
連
絡
調
整
費
、
外
国
語
指
導
力
強
化
関
係
事
業
へ
流
用

 

幼
児
教
育
推
進
体
制

の
充
実
・
活
用
強
化

事
業
 

4
,
8
48
,
00
0
 
△

2
,2
7
6,
0
00
 

0
 

0
 

2
,
5
72
,
00
0
 

1
,
5
36
,
89
7
 

0
 

1
,
0
35
,
10
3
 

6
0
% 

 

幼
稚
園
・
認
定
こ
ど
も
園
・
保
育
所
等
の
教
職
員
の
指
導
力
向
上
と
小
学
校
教
育
と
の
連
携
・
接
続
推
進
を
図
る
た
め
に
下
記
の
取
組
を
実
施
し
た
。

 

○
各
種
研
修
会
開
催

 

○
園
へ
の
訪
問
指
導
（
計
画
・
要
請
等
）

 

○
鳥
取
県
保
育
者
キ
ャ
リ
ア
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
や
幼
保
小
接
続
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
作
成
・
配
布

 

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
の
た
め
、
予
定
し
て
い
た
研
修
が
オ
ン
ラ
イ
ン
・
オ
ン
デ
マ
ン
ド
等
の
対
応
と
な
り
、
研
修
会
講
師
の
特
別
旅
費
が
不
用
に

な
っ
た
り
、
会
場
等
の
取
消
・
変
更
に
よ
る
使
用
料
及
び
賃
借
料
が
減
少
し
た
り
し
た
た
め
、
不
執
行
が
発
生
。

 

 

（
主
）
教
育
指
導
連

絡
調
整
費

 

8
,
1
97
,
00
0
 
△

2
,2
9
0,
0
00
 

0
 

2
,
6
10
,
04
1
 

8
,
5
17
,
04
1
 

7
,
3
81
,
20
2
 

0
 

1
,
1
35
,
83
9
 

8
7
% 

 

指
導
主
事
に
よ
る
学
校
訪
問
・
指
導
助
言
及
び
教
科
用
図
書
に
係
る
事
務
等
を
行
っ
た
。

 

そ
の
他
、
東
日
本
大
震
災
等
に
よ
り
被
災
し
、
県
内
の
小
・
中
学
校
に
児
童
生
徒
を
通
わ
せ
て
い
る
保
護
者
の
経
済
的
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
必
要
な

援
助
を
実
施
し
た
市
町
村
に
対
し
補
助
を
行
っ
た
。

 

※
鳥
取
県
夜
間
中
学
設
置
検
討
等
事
業
は
「
主
な
事
業
に
関
す
る
調
べ
の
と
お
り
」

 

※
エ
キ
ス
パ
ー
ト
教
員
認
定
事
業
、
教
育
課
程
実
践
充
実
事
業
、
「
ふ
る
さ
と
キ
ャ
リ
ア
教
育
」
推
進
事
業
～
鳥
取
大
好
き
！
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
～
、
と
っ
と
り
イ
ン
グ

リ
ッ
シ
ュ
キ
ャ
ン
プ
、
環
日
本
海
教
育
交
流
推
進
事
業
、
小
学
校
高
学
年
に
お
け
る
教
科
担
任
制
推
進
事
業
か
ら
流
用
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事
 
業
 
名
 

予
 
 
 

 
算
 

 
 
 
現
 
 

 
 
額
 

支
出
済
額

 

（
決
算
額
）

 

Ｂ
 

翌
年
度

 

繰
越
額

 

Ｃ
 

差
引
残
額

 

（
不
用
額
）

 

Ａ
-Ｂ

-Ｃ
 

執
行
 

率
 

B
/
A 

事
業
計
画
と
実
績
・
成
果
、

 

繰
越
、
不
用
額
の
理
由
等

 
当
初
予
算
額

 
補
正
予
算
額

 

継
続
費
及
び

繰
越
事
業
費

繰
 
越
 
額
 

予
 備

 費
 

支
出
及
び

 

流
用
増
減

 

計
 

Ａ
 

（
主
）
学
力
向
上
に

関
す
る
市
町
村
連
携

強
化
事
業
「
未
来
を

拓
く
と
っ
と
り
学
力

向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
」
 

0
 

1
,
2
10
,
00
0
 

0
 

0
 

1
,
2
10
,
00
0
 

1
,
0
59
,
30
0
 

0
 

1
5
0
,7
0
0 

8
8
% 

 

「
主
な
事
業
に
関
す
る
調
べ
の
と
お
り
」

 

目
 
 
計
 

8
9
,
44
2
,0
0
0
 
△

1
,8
8
7,
0
00
 

0
 
△

3
,5
6
6,
2
70
 

8
3
,
98
8
,7
3
0
 
6
3
,
07
9
,0
5
7
 

0
 
2
0
,
90
9
,6
7
3
 

7
5
% 

 

（
教
育
振
興
費
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ー

ダ
ー
ズ
キ
ャ
ン
パ
ス

 

1
0
,
84
0
,0
0
0
 

△
6
92
,
00
0
 

0
 

0
 

1
0
,
14
8
,0
0
0
 

8
,
9
72
,
70
0
 

0
 

1
,
1
75
,
30
0
 

8
8
% 

 

ス
タ
ン
フ
ォ
ー
ド
大
学
と
連
携
し
、
県
内
高
校
生
向
け
の
ラ
イ
ブ
講
座
を
開
設
し
、
県
内

3
0名

の
生
徒
が
、

R
3年

8月
～

R
4年

3月
に

1
0講

座
程
度
を
受
講
し
た
。
専
任

講
師
の
指
導
に
よ
り
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
課
題
等
に
つ
い
て
多
角
的
か
つ
批
判
的
に
考
察
し
、
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

 

 

小
・
中
学
校
に
お
け

る
英
語
４
技
能
ス

テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
事
業

 

2
,
9
01
,
00
0
 

0
 

0
 

0
 

2
,
9
01
,
00
0
 

2
,
4
18
,
68
0
 

0
 

4
8
2
,3
2
0 

8
3
% 

 

県
内
全
中
学

2
年
生
に
外
部
試
験
（
英
検

I
BA
）
を
実
施
し
て
生
徒
の
英
語
学
習
の
動
機
づ
け
を
図
っ
た
。
生
徒
の
総
合
的
な
英
語
力
の
向
上
が
み
ら
れ
た
。

 

小
学
校
英
語
専
科
等
教
員
の
質
の
高
い
英
語
の
指
導
力
を
担
保
す
る
た
め
、

1
0月

に
研
修
会
を
実
施
し
た
。

 

鳥
取
発
！
高
校
生
グ

ロ
ー
バ
ル
チ
ャ
レ
ン

ジ
事
業

 

 

6
,
2
55
,
00
0
 

 

△
3
,3
1
9,
0
00
 

(
4
8
4,
0
00

) 

4
8
4
,0
0
0 

 

△
5
2,
0
27
 

(
4
8
4,
0
00
)
 

3
,
3
67
,
97
3
 

(
0
) 

8
3
,
08
5 

 

4
6
0
,0
0
0 

(
4
8
4,
0
00
)
 

2
,
8
24
,
88
8 

 

2
% 

 

英
語
学
習
の
総
合
的
な
成
果
発
表
の
場
と
し
て
高
校
生
を
対
象
と
し
た
英
語
弁
論
大
会
を
開
催
し
た
。

 

英
語
弁
論
大
会
に
お
け
る
生
徒
の
英
語
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
が
年
々
向
上
し
、
自
身
の
経
験
や
知
見
を
も
と
に
し
た
社
会
的
・
環
境
的
問
題
を
テ
ー
マ
に
取
り
上
げ
る

ケ
ー
ス
も
増
え
て
き
て
お
り
、
学
習
指
導
要
領
で
求
め
ら
れ
る
教
科
横
断
的
な
学
び
を
促
進
す
る
一
助
に
も
な
っ
た
。

 

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
り
海
外
派
遣
事
業
が
中
止
に
な
っ
た
た
め
。

 

※
外
国
語
指
導
力
強
化
関
係
事
業
へ
流
用
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事
 
業
 
名
 

予
 
 
 

 
算
 

 
 
 
現
 
 

 
 
額
 

支
出
済
額

 

（
決
算
額
）

 

Ｂ
 

翌
年
度

 

繰
越
額

 

Ｃ
 

差
引
残
額

 

（
不
用
額
）

 

Ａ
-Ｂ

-Ｃ
 

執
行
 

率
 

B
/
A 

事
業
計
画
と
実
績
・
成
果
、

 

繰
越
、
不
用
額
の
理
由
等

 
当
初
予
算
額

 
補
正
予
算
額

 

継
続
費
及
び

繰
越
事
業
費

繰
 
越
 
額
 

予
 備

 費
 

支
出
及
び

 

流
用
増
減

 

計
 

Ａ
 

外
国
語
指
導
力
強
化

関
係
事
業

 

2
2
,
10
3
,0
0
0
 

0
 

0
 

3
,
6
18
,
29
7
 

2
5
,
72
1
,2
9
7
 
2
2
,
07
4
,9
5
2
 

0
 

3
,
6
46
,
34
5
 

8
6
% 

  

県
の
英
語
教
育
の
方
向
性
を
協
議
す
る
た
め
、
外
部
有
識
者
を
招
聘
し
て
英
語
教
育
推
進
会
議
を
６
月
と
２
月
の
２
回
開
催
し
た
。

 

大
学
講
師
を
招
聘
し
て
指
導
と
評
価
の
た
め
の
研
修
会
を
開
催
し
、
学
習
指
導
要
領
に
お
け
る
指
導
と
評
価
に
つ
い
て
周
知
し
た
。

 

小
中
高
の
英
語
科
教
員
が
一
堂
に
介
し
、
県
内
の
英
語
教
育
の
実
践
を
共
有
し
た
り
、
大
学
講
師
の
講
義
を
受
け
た
り
す
る
英
語
教
育
推
進
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
１
１
月
に

開
催
し
た
。

 

大
学
教
授
を
招
聘
し
、
オ
ン
ラ
イ
ン
講
義
を
実
施
す
る
こ
と
で
外
国
語
指
導
助
手
の
指
導
力
等
向
上
研
修
を
開
催
し
た
。

 

県
内
東
部
地
区
の
小
中
高
を
１
校
ず
つ
研
修
協
力
校
と
し
て
指
定
し
、
授
業
研
究
会
等
の
研
修
会
や
連
絡
協
議
会
を
実
施
し
た
。

 

外
国
語
指
導
助
手
（

A
L
T）

の
招
致
に
係
る
経
費
（
旅
費
、
負
担
金
等
）、

住
居
賃
借
料
、
家
具
調
度
品
に
係
る
経
費
を
負
担
し
た
。

 

※
環
日
本
海
教
育
交
流
推
進
事
業
、
と
っ
と
り
イ
ン
グ
リ
ッ
シ
ュ
キ
ャ
ン
プ
、
鳥
取
発
！
高
校
生
グ
ロ
ー
バ
ル
チ
ャ
レ
ン
ジ
事
業
か
ら
流
用

 

目
 
 
計
 

 

4
2
,
09
9
,0
0
0
 

 

△
4
,0
1
1,
0
00
 

(
4
8
4,
0
00
)
 

4
8
4
,0
0
0 

 

3
,
5
66
,
27
0
 

(
4
8
4,
0
00
)
 

4
2
,
13
8
,2
7
0
 

(
0
) 

3
3
,
54
9
,4
1
7
 

 

4
6
0
,0
0
0 

(
4
8
4,
0
00
)
 

8
,
1
28
,
85
3
 

 

8
0
% 

 

合
 
 
計
 

 

1
3
2
,9
6
9,
0
00
 

 

△
5
,8
9
8,
0
00
 

(
4
8
4,
0
00
)
 

4
8
4
,0
0
0 

 

0
 

(
4
8
4,
0
00
)
 

1
2
7
,5
5
5
,
0
00
 

(
0
) 

9
8
,
02
5
,5
9
9
 

 

4
6
0
,0
0
0 

(
4
8
4,
0
00
)
 

2
9
,
06
9
,4
0
1
 

 

7
7
% 
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８ 予備費の充用調べ 該当なし 

９ 現金の取扱状況 

（１）現金取扱状況 

 

収入科目（節） 収入済額（円） 件数（件） 備         考 

教育手数料 206,000 27 教員検定手数料 

合  計 206,000 27  

 

（２）つり銭の状況 該当なし 

 

１０ 財産に関する調べ  

（１）公有財産 該当なし 

（２）金券類の保有状況 

ア 金券の保有状況 

有 ・ 無 

イ タクシーチケットの保有状況 

（令和４年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 
本  年  度  中 

本年度末未使用枚数 
購 入 枚 数 使用枚数及び金額 

１５枚 

 

０枚 

 

０枚 １５枚 

 ０円 

 

（３）基 金 該当なし 

（４）債 権  決算資料提出データベースに掲出済 

 

１１ 財産の貸付け及び使用許可調べ 該当なし 

 

１２ 借受不動産明細調べ 該当なし 

 

１３ 職員駐車場の管理状況調べ 該当なし 

 

１４ 寄附物件の受納状況調べ 該当なし 

 

１５ 備品の処分状況調べ 該当なし 

 

１６ 貸付金等状況調べ 該当なし 

 

○ 意見、要望等 

 

（１）業務に関する意見・要望等 該当なし 

 

（２）監査委員事務局に対する要望等 該当なし 


